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新エネルギーの定義

　　出典：資源エネルギー庁ホームページより作成

原子力・エネルギー図面集

新エネルギーとは、日本の法律＊で「技術的に実用化段階に達しつつあるが、経済性の面での制約から普及が十分でないもの
で、石油代替エネルギーの導入を図るために特に必要なもの」と定義されている。現在、太陽光発電や風力発電、バイオマス
など10種類が指定されている。

大規模水力発電、海洋エネルギー

再生可能エネルギー

新エネルギー

発電分野 熱利用分野

太陽光発電
風力発電

バイオマス発電
中小規模水力発電（1,000kW以下）
地熱発電（バイナリ―方式に限る）

太陽熱利用
温度差熱利用
バイオマス熱利用
雪氷熱利用

バイオマス燃料製造

＊新エネルギー利用等の促進に関する特別措置法、略称新エネ法
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新エネルギーの評価と課題

※1　エネルギー密度：単位面積あたりでどれくらい発電できるかを表す数値
※2　第1回低炭素電力供給システム研究会（平成20年7月）

原子力・エネルギー図面集

○枯渇する心配がない

○発電時にCO2等を出さない

○需要地に近いため送電ロスがない

○需要の多い昼間に発電

○エネルギー密度※1が低く、火力・原子力

と同じ電力量を得ようとすると広大な面

積が必要

○夜間は発電できず、さらに雨、曇りの日

は発電出力が低下し不安定

○設備にかかるコストが高い

○枯渇する心配がない

○発電時にCO2等を出さない

○エネルギー密度が※1低く、火力・原子

力と同じ電力量を得ようとすると広大

な面積が必要

○風向き・風速に時間的・季節的変動が

あり、発電が不安定

○風車の回転時に騒音が発生

○風況の良い地点が偏在

○設備にかかるコストが高い

メリット

デメリット

必要な敷地面積※2

100万kW級原子力発電所1基分を代替する場合

約58km2

山手線の面積とほぼ同じ
約214km2

山手線の面積の約3.4倍

12％ 20％設備利用率

○発電に伴う追加的なCO2の発生がない

○新エネルギーの中では連続的に得られる安定

電源

○発電効率が低い

○ダイオキシンの排出抑制対策や焼却灰の減量化

等の更なる環境負荷低減が必要

太陽光発電 風力発電 廃棄物発電（バイオマス発電を含む）



3-1-3

太陽光・風力発電の出力変動

　出典：電気事業連合会資料、北海道電力（株）ほりかっぷ発電所より作成

原子力・エネルギー図面集

容量3.2kW、北緯34.4°、東経132.4°、方位角0°（真南）、傾斜角30°の場合
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太陽光発電は
時間と天気で
発電量が変わる

風力発電は
風の強さで

発電量が変わる

風力発電の出力変動（冬季）
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日本の太陽光発電導入量の推移

（注）四捨五入の関係で合計値が合わない場合がある

出典：※1 資源エネルギー庁「エネルギー白書2024」、
※2 IEA「PVPS Trends in Photovoltaic Applications 2023」より作成

原子力・エネルギー図面集
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日本の風力発電導入量の推移

（注）四捨五入の関係で合計値が合わない場合がある

出典：※1 資源エネルギー庁「エネルギー白書2024」（2003年以前はNEDO､2004年度以降について日本風力発電協会より作成）
　　　 ※2 IRENA, Renewable Capacity Statistics 2023より作成

原子力・エネルギー図面集
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燃料電池のしくみ

原子力・エネルギー図面集

〈メリット〉
○排熱利用を組み合わせれば総合熱効率が高い
○硫黄酸化物（SOx）を全く発生せず、
　窒素酸化物（NOx）もほとんど発生しない 
○騒音が少ない
○需要地に自由に設置できる

〈デメリット〉
○水素を供給するしくみが整っていない
○化石燃料を用いて水素をつくる場合はCO2が発生する
○電池の耐久性とシステムとしての信頼性が低い
○設備にかかるコストが高い

りん酸形燃料電池発電の概念図

： 水素

： 水素イオン

： 酸素

： 水

： 電子

H2

H2

H2

H2

H2

H+

H+

H+

H+

H+

H+

O2

O2

O2

O2

H2O

H2O

H2O

H2O

e－

e－

e－

e－

しくみ：水素と酸素を反応させて電気を取り出す

天然ガス
メタン（CH4）あるいはメタノール（CH3OH）
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CO2冷媒ヒートポンプ給湯器のしくみ

出典：電気事業連合会「電気事業における環境行動計画」他より作成

原子力・エネルギー図面集
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電気自動車のしくみ

※CO2排出量、総合効率はエネルギーの生産・供給・消費までの全体を通しての評価

　出典：電気事業連合会「電気事業における環境行動計画」他より作成

原子力・エネルギー図面集

家庭充電用プラグ

インバーター

急速充電用プラグ

モーター

インバーター

リチウムイオン電池

特　長

・CO2排出量※が少ない
　→ガソリン車の3割程度

・総合効率※が高い
　→1km走行あたりの一次エネルギー
　　投入量が、ガソリン車の3割程度

・燃費費が安い
　→ガソリン車の3割程度以下

・都市環境の改善
　→排気ガスがない、騒音が小さい等

課　題

・電池の値段が高い
　→技術開発・大量生産で価格低下見込み

・電池が大きい（重い）
　→技術開発で小型軽量化の見込み

・充電スタンドが少ない
　→電気自動車の普及と並行して整備が進展
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日本におけるスマートグリッド概念図

出典：電気事業連合会「電気事業における環境行動計画」他より作成

原子力・エネルギー図面集

集中型電源

電気・情報

電気・情報

送配電ネットワーク

分散型電源

●
太
陽
光
発
電
出
力
デ
ー
タ
の
蓄
積・分
析

●
太
陽
光
発
電
出
力
の
予
測
シ
ス
テ
ム
の
開
発

●
頻
繁
な
充
放
電
制
御
に
耐
え
る

　高
性
能
蓄
電
池
シ
ス
テ
ム
の
開
発

●
火
力
発
電
等
と
蓄
電
池
を
組
み
合
わ
せ
た

　需
給
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
シ
ス
テ
ム
の
開
発

〈
日
本
に
お
け
る
ス
マ
ー
ト
グ
リ
ッ
ド
〉

（太陽光・風力・コジェネ等）

（原子力・火力・水力） （電力系統）

消費者
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再生可能エネルギーの固定価格買取制度の概要

　　出典：資源エネルギー庁ホームページ他より作成

原子力・エネルギー図面集

地熱

自家発電※

再生可能エネルギー
による電気を売電

国が定める期間
固定価格で電気を買取り

設備を認定
（安定的かつ効率的に発電可能か
 どうか等を国が確認。要件を満た
 さなくなった場合には設定取消し）

電力会社

回収した
賦課金を納付

電気を供給

買取費用
の交付

調達価格等算定委員会の
意見を尊重して買取価格・
買取期間を設定（毎年度）

電気料金と合わせて
賦課金（サーチャージ）

を回収

kWhあたりの
賦課金単価の
決定（毎年度）

太陽光

中小水力

風力 バイオマス

国

費用負担調整機関
（賦課金の回収・分配を行う機関）

再生可能エネルギー
による発電事業者

供給側 需要側

調達価格等算定委員会

※10ｋW未満の太陽光は余剰買取

経済産業大臣
買取価格・買取期間
について意見


